















日本は､ 2016年 (平成28年) 度において､ 科学技術研究費として18兆4326
億円を支出しており､ その額は､ 国内総生産 (GDP) に対する比率でみる
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企業にとって､ 研究開発投資は､ コスト削減､ 品質改善をもたらしライ
バル企業よりも競争上優位な立場となるが､ その成果はライバル企業に漏
れるリスクがある｡ 本稿では､ 自国､ 外国企業が第三国市場を目指して輸
出競争を行っている２期間モデルで､ 自国企業がコスト削減をもたらすよ
うな研究開発投資を行う場合､ 今期､ 来期にその成果の一部が漏れる場合
の研究開発の規模､ 生産量､ 価格に及ぼす影響､ 特許を取得することで技
術の保護を行う場合としない場合で漏れの程度が自国企業の研究開発投資
の規模に与える影響について検討した｡
キーワード：クールノー競争 (Cournot Competition)､ 国際複占モデル
(Duopoly Model)､ 研究開発投資 (R&D Investment)､ スピ





では､ 基礎研究が15.2％､ 応用研究が20.7％､ 開発研究が64.0％となってお
り､ 基礎､ 応用研究よりも開発研究の割合が大きくなっていることがわか
る2)｡ 企業等についてみると､ その割合はさらに高く75.9％が開発研究となっ
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基礎研究､ 応用研究及び実際の経験から得た知識を利用し､ 新しい材料､ 装置､ 製品､
システム､ 工程等の導入や既存のこれらのものの改良をねらいとする研究をいう｡
(注１に同)















としては､ Brander J. and B. Spencer (1983)､ d’Aspremont, Claude and
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4) 利潤極大化のための二階の条件は､ 		となり､ 以下この条件が満たされて
いるものとする｡
と表すことができる｡ ここで､ (i＝1, 2) はスピルオーバーの程度を表す






















































































































































































































































































広 瀬 憲 三12
6) 特許を取得することは､ 自企業にとっては研究開発投資の成果を公開することになる｡


























































































 	の時､ かつ ならば､ 









潤も大きくなる)｡ このように､ 自国企業にとって､ 新たな研究開発投資を

















リスクもある｡ 自国企業にとって､ 新たな研究開発投資を行う場合､ その技
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